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    平成 29年５月 15 日 

各      位 

会 社 名  日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社 

代表者名  代表取締役社長 下條 治 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード４７８３） 

問合せ先 取締役執行役員管理本部長 小林 勇記 

電  話 ０３－５４３７－１０２１ 

 

 

役員退職慰労金制度の廃止及び業績連動型株式報酬制度の導入に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、取締役に対する退職慰労金制度を平成 29 年６月 23 日開催

予定の第 52 回定時株主総会（以下「本総会」という）終結時をもって廃止すること、及び退職慰労

金の打ち切り支給、並びに取締役（非業務執行取締役及び監査等委員である取締役を除く）、執行役

員（以下「取締役等」という）を対象とした業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という）の導

入を決議し、本総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．役員退職慰労金制度の廃止 

当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、本日開催の取締役会の決議により、従前の役員退

職慰労金制度を、本総会終結の時をもって廃止する旨、決議いたしました。 

これに伴い、本総会終結後も引き続き在任する取締役について、本総会終結までの在任期間に応

じた退職慰労金を打ち切り支給することを内容とする議案を本総会に付議いたします。なお、退職

慰労金の打ち切り支給の時期は、各取締役が当社の取締役を退任した時といたします。 

 

２．本制度導入の目的 

本制度の導入は、取締役等の報酬と会社業績及び当社の株式価値との連動性をより明確にし、本

日公表いたしました当社の中期経営計画「Vision2020」（以下「本中期経営計画」という）に基づ

く中長期的な業績の向上による持続的成長と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的

としております。 

 

３．本制度の内容 

（１）本制度の概要 

本制度は、当社の取締役等に対して、役位に基づき、会社業績指標の達成度に応じて、当社普

通株式を交付する業績連動型の株式報酬制度です。 

本制度の導入により、取締役等の報酬は、従来の基本報酬及び前年度の業績に応じた役員賞与

に、本制度に基づく業績連動型の株式報酬を加えた構成となります。なお、平成 28 年６月 24 日

開催の第 51 回定時株主総会において決議された取締役（監査等委員である取締役を除く）の報

酬限度額（月額 20 百万円以内）とは別枠として本総会に付議いたします。 

 

（２）本制度の対象期間 

本制度の対象期間は、本中期経営計画の対象期間である平成 30 年３月期から平成 32 年３月期

までの３事業年度といたします。 
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（３）本制度の仕組み 

本制度は、以下の手続きによって実施されます。 

① 本中期経営計画の最終年度の会社業績の数値目標達成度に応じて、取締役等の役位に基づき、

下記（４）に記載の算式により求められた交付株式数に相当する金銭報酬債権（※）を付与

いたします。 

② 取締役等は、当社の自己株式の処分に際して当該金銭報酬債権を現物出資することにより、

当社普通株式を取得します。 

（※）金銭報酬債権の金額については、対象期間終了後の取締役会において決定するものとし、

当該取締役会開催日の前営業日の東京証券取引所の当社普通株式終値に、各取締役等に対

する交付株式数を乗じて算出するものといたします。 

 

（４）本制度に基づき各取締役等に対して交付される当社株式数 

当社は、以下の算式に基づき、交付する株式数を算出いたします。 

【算式】 

 ① 基準交付株式数 

   ＝取締役等の役位に基づく報酬基準に応じて定める金額  

／ 基準株価（※）× ３（事業年度分） 

（※）基準株価：平成29年６月23日開催予定当社定時株主総会前日の当社普通株式の終値 

 ② 各取締役等に対する交付株式数（※１） 

   ＝基準交付株式数 × 業績連動支給率（※２） 

  （※１）算出した交付株式数に単元未満株が生じる場合、単元未満株式は切り捨てるものと

いたします。 

（※２）業績連動支給率は、各取締役等の数値目標に対応する水準を100％とし、目標達成

度合いに応じて０％から150％の範囲で定めます。 

 

（５）本制度に係る金銭報酬債権の合計額及び交付株式数の上限 

本制度の対象期間において、取締役等に交付する金銭報酬債権の合計額は、上限を１億５千万

円とし、交付する当社普通株式の合計株数を 30 万株といたします。ただし、当社の発行済株式

総数が株式の併合、株式の分割、株式無償割当等によって増減した場合、当該上限及び取締役等

に対する交付株式数は、その比率に応じて合理的に調整いたします。 

 

（６）本制度の株式交付要件 

本制度においては、対象期間が終了し、以下の株式交付要件を満たした場合、取締役等に対し

て当社普通株式を交付いたします。 

① 対象期間中に取締役等として在任したこと 

② 一定の非違行為がなかったこと 

③ その他株式報酬制度としての趣旨を達成するために必要と認められる要件 

（注１）対象期間中に取締役等が退任する場合においては、１年単位（１年に満たない場合は、

切り捨てる）で在籍年数に応じて按分した数の当社普通株式を交付いたします。 

（注２）対象期間中に新たに就任した取締役等においては、１年単位（６ヶ月以上在籍した場合

は、１年に切り上げる）で在籍年数に応じて按分した数の当社普通株式を交付いたしま

す。 

（注３）取締役等の対象期間中の死亡による退任の場合においては、１年単位（６ヶ月以上在籍

した場合は、１年に切り上げる）で在籍年数に応じて按分した数の当社普通株式を交付

いたします。 

以 上 

 


